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リサイクル燃料貯蔵株式会社リサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵施設の 

設計及び工事の計画の変更の認可申請についての審査結果 

 

原 規 規 発 第 210 8 2 0 2 号 

令和３年８月２０日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．審査結果 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、リサイクル燃料貯蔵株式

会社（以下「申請者」という。）リサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵施設に関す

る設計及び工事の計画の変更の認可申請書（令和 3 年 2 月 26 日付け RFS 発官 2 第 15 号を

もって申請、令和 3 年 6月 23 日付け RFS 発官 3第 5 号及び令和 3 年 7 月 21 日付け RFS 発

官 3 第 11 号をもって一部補正。以下「本申請」という。）が、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号。以下「法」という。）第４３条の

８第３項第１号の規定による法第４３条の４第１項若しくは第４３条の７第１項の許可を

受けたところ又は同条第２項の規定により届け出たところによるものであるかどうか、法

第４３条の８第３項第２号の規定による法第４３条の１０の技術上の基準として定める使

用済燃料貯蔵施設の技術基準に関する規則（令和 2 年原子力規制委員会規則第 8 号。以下

「技術基準規則」という。）に適合するものであるかどうかについて審査した。 

審査の結果、本申請は、法第４３条の８第３項各号のいずれにも適合しているものと認

められる。 

具体的な審査の内容等については以下のとおり。なお、本審査結果においては、法令の

規定等や申請書の内容について、必要に応じ、文章の要約、言い換え等を行っている。 

 

２．申請の概要 

本申請に係る設計及び工事の計画は、令和 2 年 11 月 11 日付け原規規発第 2011113 号を

もって変更の許可を受けた使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書（以下「貯蔵事業変更許可

申請書」という。）に対応した新規制基準（平成 25年 12 月の改正法の施行に伴い改正され

た規則等をいう。以下同じ。）への適合に関するものであり、工事に時間を要し、早期に工

事着手する必要がある電気設備の工事を優先するため、別添 1 のとおり 2 分割して申請す

るとしており、本申請は第 1回の申請である。 

本申請においては、以下の内容について申請を行うものである。 
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（１）使用済燃料貯蔵施設全体の設計に共通する基本設計方針1及び個別設備である電気設

備の設計に関連する基本設計方針2について、新規制基準を踏まえて変更又は追加を行

う。 

（２）電気設備について、共用無停電電源装置及び軽油貯蔵タンク（地下式）を新たに設置

し、電源車を新たに配備するとともに、既認可（本申請の前までに設計及び工事の計

画の認可を受けたものをいう。以下同じ。）の常用電源設備の一部を改造する。また、

工事を伴わない既認可の機器も含めて、耐震評価等を行う。 

 

３．法第４３条の８第３項第１号への適合性 

規制庁は、本申請が貯蔵事業の許可又は変更の許可を受けたところ等によるものである

かどうかに関して、申請書添付書類のうち「使用済燃料貯蔵施設の事業変更許可申請書と

の整合性に関する説明書」及び「設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する

説明書」により、以下のとおり確認したことから、本申請が法第４３条の８第３項第１号

の規定に適合しているものと認める。 

（１）基本設計方針については、貯蔵事業変更許可申請書に記載された設計方針と整合し

ており、本申請の範囲において必要な事項が含まれていること。 

（２）申請対象機器等（２．（２）に示す機器等をいう。以下同じ。）の種類、能力等の仕様

については、貯蔵事業変更許可申請書に記載された仕様、設計方針及び評価等の条件

と整合していること。 

（３）設計及び工事に係る品質マネジメントシステムについては、貯蔵事業変更許可申請

書等（法の一部改正に伴う令和 2 年 4 月 1 日付けの届出3を含む。）に記載された体制

の整備に関する事項を踏まえて、原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必

要な体制の基準に関する規則（令和 2 年原子力規制委員会規則第 2 号）の要求事項に

のっとり、体制を構築し、計画に従って設計、工事及び検査を行うものとしているこ

と。 

 

４．法第４３条の８第３項第２号への適合性 

規制庁は、本申請の技術基準規則各条文への適合性に関して、 

・変更の対象である申請対象機器等の規制要求内容に係る変更条文（変更に伴う関連条

文を含む。）への適合性 

                                                   
1「使用済燃料貯蔵施設全体の設計に共通する基本設計方針」 

技術基準規則の規定のうち第５条（使用済燃料の臨界防止）、第６条（使用済燃料貯蔵施設の地盤）、第７条（地震による損

傷の防止）、第８条（津波による損傷の防止）、第９条（外部からの衝撃による損傷の防止）、第１０条（使用済燃料貯蔵施設へ

の人の不法な侵入等の防止）、第１１条（閉じ込めの機能）、第１２条（火災等による損傷の防止）、第１３条（安全機能を有す

る施設）、第１４条（材料及び構造）、第１６条（除熱）、第２０条（使用済燃料によって汚染された物による汚染の防止）、第

２１条（遮蔽）及び第２２条（換気設備）に対する施設全体の設計に共通する基本設計方針。 

 
2「個別設備である電気設備の設計に関連する基本設計方針」 

 技術基準規則の規定のうち第６条（使用済燃料貯蔵施設の地盤）、第７条（地震による損傷の防止）、第８条（津波による損

傷の防止）、第９条（外部からの衝撃による損傷の防止）、第１２条（火災等による損傷の防止）、第１３条（安全機能を有する

施設）及び第２３条（予備電源）に対する電気設備の設計に関連する基本設計方針。 

 
3 原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法

律附則第５条第５項で準用する第４条第１項に基づく届出書（RFS発官 1 第 7号）。 
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・新たに設計及び工事の計画の対象となった申請対象機器等の関連する条文への適合性 

・技術基準規則各条文に規定する要求事項、工事中の施設管理、安全管理等を踏まえた

工事の方法の適切性 

の観点を踏まえ以下のとおり確認したことから、本申請が法第４３条の８第３項第２号の

規定に適合しているものと認める。技術基準規則各条文への適合性に関連する申請対象機

器等の一覧を別添 2、技術基準規則各条文への適合性を確認するに当たり参照した書類の

一覧を別添 3に示す。 

なお、以下に記載していない条文への適合性については、本申請による変更が既認可の

設計及び工事の方法に影響を与えないものであること4及び本申請で示されていない条文

への適合性が今後の分割申請において示されるものであること5を確認した。 

  

（１）技術基準規則第６条（使用済燃料貯蔵施設の地盤） 

技術基準規則第６条において、使用済燃料貯蔵施設は、使用済燃料貯蔵施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 24 号。以下「事業

許可基準規則」という。）第８条第１項の地震力が作用した場合においても当該貯蔵施設

を十分に支持することができる地盤に設置されたものでなければならないと規定してい

る。 

 

申請者は、基本設計方針及び申請対象機器等の設計について、以下のとおりとしてい

る。 

a. 使用済燃料貯蔵施設については、耐震重要度に応じた地震力が作用した場合にお

いても当該貯蔵施設を十分に支持することができる地盤に設置する方針とする。 

b. 申請対象機器等については、Ｃクラスの施設に適用される静的地震力に対して十

分な支持力を有する地盤に設置するよう設計している。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針及び別添 2 の一覧に記載した本

条文への適合性に関連する申請対象機器等に対して、別添 3 の一覧に記載した書類によ

り、耐震重要度に応じた地震力が作用した場合においても支持力を有する地盤に設置す

るよう設計していることを確認したことから、技術基準規則第６条の規定に適合してい

ることを確認した。 

 

（２）技術基準規則第７条（地震による損傷の防止） 

技術基準規則第７条において、使用済燃料貯蔵施設は、これに作用する地震力（事業許

可基準規則第９条第２項の規定により算定する地震力をいう。）による損壊により公衆に

                                                   
4「本申請による変更が既認可の設計及び工事の方法に影響を与えないものであること」を確認した条文 

技術基準規則の規定のうち第５条（使用済燃料の臨界防止）、第１１条（閉じ込めの機能）、第１４条（材料及び構造）、第１

６条（除熱）、第２０条（使用済燃料によって汚染された物による汚染の防止）、第２１条（遮蔽）及び第２２条（換気設備）。 

 
5「本申請で示されていない条文への適合性が今後の分割申請において示されるものであること」を確認した条文 

技術基準規則の規定のうち第１５条（搬送設備及び受入設備）、第１７条（計測制御系統施設）、第１８条（放射線管理施

設）、第１９条（廃棄施設）及び第２４条（通信連絡設備等）。 
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放射線障害を及ぼすことがないものでなければならない等と規定している。 

 

申請者は、基本設計方針及び申請対象機器等の設計について、以下のとおりとしてい

る。 

a. 耐震重要度分類については、貯蔵事業変更許可申請書の設計方針に基づき、使用

済燃料貯蔵設備本体である金属キャスク及び貯蔵架台をＳクラス、基本的安全機能

の遮蔽機能及び除熱機能の一部を担っている使用済燃料貯蔵建屋（以下「貯蔵建屋」

という。）並びに使用済燃料の受入れ施設のうち受入れ区域天井クレーン及び搬送台

車をＢクラス、申請対象機器等を含むその他の安全機能を有する施設をＣクラスと

して、それぞれ分類している。 

b. 使用済燃料貯蔵施設については、耐震重要度に応じた地震力と、金属キャスクを

貯蔵している状態で作用する荷重等を組み合わせた上で、これらにより各部材に発

生する応力に対し、原子力発電所耐震設計技術指針（日本電気協会）等の規格に基づ

き、使用材料の許容応力を下回るよう設計する方針とする。 

申請対象機器等については、建築基準法施行令第８８条に規定する地震層せん断

力係数に耐震重要度分類に応じた割り増し係数（Ｃクラス：1.0）を乗じたものに、

さらに 2 割増しして算定した地震力と、常時作用する荷重とを組み合わせた上で、

これらにより各部材に発生する応力に対し、いずれも使用材料の許容応力を下回る

よう設計している。 

c. 上位の耐震重要度分類の機器等への波及的影響の考慮については、下位の耐震重

要度分類の機器等の転倒、落下等の影響を基本的安全機能への影響の観点から検討

し、波及的影響を生じさせる可能性のある機器等について上位の分類の地震力によ

り波及的影響が生じないよう設計する方針とする。 

申請対象機器等については、貯蔵建屋から十分な距離をとって配置すること等に

より波及的影響が生じないよう設計している。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針及び別添 2 の一覧に記載した本

条文への適合性に関連する申請対象機器等に対して、別添 3 の一覧に記載した書類によ

り、耐震重要度に応じた地震力等による評価を行い、耐震性が確保されるよう設計して

いること等を確認したことから、技術基準規則第７条の規定に適合していることを確認

した。 

 

（３）技術基準規則第８条（津波による損傷の防止） 

技術基準規則第８条において、使用済燃料貯蔵施設は、事業許可基準規則第１０条の

津波によりその基本的安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならないと規

定している。 

 

申請者は、基本設計方針及び申請対象機器等の設計について、以下のとおりとしてい
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る。 

a. 使用済燃料貯蔵施設については、事業変更許可申請書において想定した仮想的大

規模津波（津波高さ T.P.+23m。以下「津波」という。）から防護すべき設備として、

基本的安全機能を有する金属キャスクとその支持構造物である貯蔵架台、金属キャ

スクを貯蔵する貯蔵建屋の貯蔵区域（貯蔵区域の遮蔽扉を除く。）を選定し、津波に

対して使用済燃料貯蔵施設が有する基本的安全機能が損なわれるおそれがないよう

設計する方針とする。 

b. 津波襲来後の活動に必要な設備等として、金属キャスクの基本的安全機能を継続

して計測及び監視するための代替計測用計測器と活動拠点へ給電するための電気設

備について、津波高さより標高の高い当該貯蔵施設の敷地南側高台及び南東側高台

に配備等する方針とする。 

申請対象機器等のうち、屋外に設置する津波襲来後の電源供給に必要な電源車及

び軽油貯蔵タンク（地下式）については、津波高さより標高の高い当該貯蔵施設の敷

地南側高台及び南東側高台にそれぞれ配備及び設置するよう設計している。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針及び別添 2 の一覧に記載した本

条文への適合性に関連する申請対象機器等に対して、別添 3 の一覧に記載した書類によ

り、津波防護の対象設備を選定していること、津波襲来後の活動に必要な設備等を津波

高さより標高の高い位置に配備又は設置するよう設計していることを確認したことから、

技術基準規則第８条の規定に適合していることを確認した。 

 

（４）技術基準規則第９条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

技術基準規則第９条において、使用済燃料貯蔵施設は、想定される自然現象（地震及び

津波を除く。）によりその基本的安全機能を損なうおそれがある場合において、防護措置、

基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたものでなければならない、また、使用

済燃料貯蔵施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部から

の衝撃が発生するおそれがある要因がある場合において、事業所における火災又は爆発

事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況

から想定される事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）により使用済燃

料貯蔵施設の基本的安全機能が損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じ

られたものでなければならないと規定している。 

 

申請者は、基本設計方針及び申請対象機器等の設計について、以下のとおりとしてい

る。 

a. 使用済燃料貯蔵施設については、外部からの衝撃から防護すべき設備として、基

本的安全機能を有する金属キャスクとその支持構造物である貯蔵架台、基本的安全

機能の遮蔽機能及び除熱機能の一部を担っている貯蔵建屋を選定し、事業変更許可

申請書において抽出した竜巻、火山の影響（降下火砕物）、風（台風）、低温・凍結、
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降水、積雪、落雷、外部火災に対して、使用済燃料貯蔵施設が有する基本的安全機能

が損なわれないよう防護措置を講じる方針とする。 

b. 竜巻に対して、設計竜巻（風速 100m/s）及び設計飛来物による影響を考慮しても

使用済燃料貯蔵施設の基本的安全機能が損なわれないよう設計する方針とする。 

申請対象機器等のうち、屋外に配備する電源車については、設計飛来物より運動エ

ネルギーが大きいことから固縛することとし、設計竜巻の荷重に対して飛散しない

よう設計している。 

c. 外部火災に対して、森林火災や使用済燃料貯蔵施設敷地外の危険物貯蔵施設の火

災に加えて、当該貯蔵施設敷地内の屋外危険物貯蔵施設の火災、航空機落下火災及び

これらの重畳による火災を考慮しても、貯蔵建屋外壁の表面温度を許容温度（200℃）

以下にすることにより、使用済燃料貯蔵施設の基本的安全機能が損なわれないよう

設計する方針とする。 

申請対象機器等のうち、電源車については貯蔵建屋との離隔距離を確保すること

により、軽油貯蔵タンクについては地下に埋設することにより、これらからの火災が

貯蔵建屋に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針及び別添 2 の一覧に記載した本

条文への適合性に関連する申請対象機器等に対して、別添 3 の一覧に記載した書類によ

り、外部からの衝撃による損傷の防止に対する設計に関して、基本的安全機能が損なわ

れないよう防護措置が講じられたものであることを確認したことから、技術基準規則第

９条の規定に適合していることを確認した。 

 

（５）技術基準規則第１０条（使用済燃料貯蔵施設への人の不法な侵入等の防止） 

技術基準規則第１０条において、使用済燃料貯蔵施設を設置する事業所は、使用済燃

料貯蔵施設への人の不法な侵入、使用済燃料貯蔵施設に不正に爆発性又は易燃性を有す

る物件その他人に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれ

ること及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成 11年法律

第 128 号）第２条第４項に規定する不正アクセス行為をいう。）を防止するため、適切な

措置が講じられたものでなければならないと規定している。 

 

申請者は、基本設計方針について、以下のとおりとしている。なお、使用済燃料貯蔵施

設への人の不法な侵入等の防止に係る設備の設計に変更はなく、工事を伴わないとして

いる。 

a. 使用済燃料貯蔵施設については、人の不法な侵入を防止するための区域を設定し、

柵等の障壁によって区画して、巡視、監視等を行うことにより侵入防止及び出入管理

を行うことができるよう設計している。 

b. 使用済燃料貯蔵施設については、不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人

に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込みを防止するため
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に点検を行うことができるよう設計している。 

c. 使用済燃料貯蔵施設については、情報システムへの不正アクセス行為を防止する

ため、電気通信回路を通じた不正アクセス行為を受けることがないよう、当該情報シ

ステムに対する外部からの不正アクセスを遮断できるよう設計している。 

d. 上記 a.から c.の対策については、核物質防護規定に基づき実施する。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針に対して、別添 3 の一覧に記載

した書類により、使用済燃料貯蔵施設への人の不法な侵入等を防止するための措置が講

じられたものであることを確認したことから、技術基準規則第１０条の規定に適合して

いることを確認した。 

 

（６）技術基準規則第１２条（火災等による損傷の防止） 

技術基準規則第１２条において、安全機能を有する施設であって、火災又は爆発によ

り損傷を受けるおそれがあるものは、可能な限り不燃性又は難燃性の材料を使用すると

ともに、必要に応じて防火壁の設置その他の適切な防護措置が講じられたものでなけれ

ばならない等と規定している。 

 

申請者は、基本設計方針及び申請対象機器等の設計について、以下のとおりとしてい

る。 

a. 使用済燃料貯蔵施設については、実用上可能な限り不燃性又は難燃性の材料を使

用し、火災時に着火するおそれのある材料を貯蔵建屋に設置する場合には、耐火被覆

により着火しないよう防護措置を講じる方針とする。 

申請対象機器等については、主要な材料に不燃性又は難燃性の材料を使用するよ

う設計している。 

b. 申請対象機器等のうち、無停電電源装置及び共用無停電電源装置の制御弁式鉛蓄

電池については、整流器の過電圧時に整流器を停止する保護機能により、火災源とな

りうる水素の発生を防止するよう設計している。 

c. 申請対象機器等のうち、電源車については、設置場所の周囲に溝を設けることに

より、軽油の漏れ、あふれ又は飛散による火災を防止するよう設計している。 

d. 申請対象機器等のうち、軽油貯蔵タンク（地下式）については、消防法関係法令に

従い、軽油の漏れに対応できるよう、タンクを繊維強化プラスチックで被覆するとと

もに、軽油の漏えいを検知できるよう設計している。また、火災による被害の拡大を

防止するため、地上高さ 2m以上の鉄筋コンクリート製の塀を設けるよう設計してい

る。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針及び別添 2 の一覧に記載した本

条文への適合性に関連する申請対象機器等に対して、別添 3 の一覧に記載した書類によ

り、実用上可能な限り不燃性又は難燃性の材料を用いる等の火災防止措置等を講じてい
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ることを確認したことから、技術基準規則第１２条の規定に適合していることを確認し

た。 

 

（７）技術基準規則第１３条（安全機能を有する施設） 

技術基準規則第１３条において、安全機能を有する施設は、安全機能を確認するため

の検査又は試験及び当該安全機能を健全に維持するための保守又は修理ができるように

設置されたものでなければならない、また、安全機能を有する施設は、他の原子力施設と

共用し、又は安全機能を有する施設に属する設備を一の使用済燃料貯蔵施設において共

用する場合には、当該貯蔵施設の安全性を損なわないように設置されたものでなければ

ならないと規定している。 

 

申請者は、基本設計方針及び申請対象機器等の設計について、以下のとおりとしてい

る。 

a. 安全機能を有する施設については、他の原子力施設との間及び使用済燃料貯蔵施

設内で共用しないよう設計する方針とする。 

b. 安全機能を有する施設については、その安全機能を確認するための検査又は試験

及び当該安全機能を健全に維持するための保守又は修理ができるよう設計する方針

とする。 

c. 一般産業用工業品については、更新、交換等の維持管理をするよう設計する方針

とする。 

d. 申請対象機器等については、安全機能を有する施設であること、また、一般産業用

工業品であることから、これらの保守管理等ができるよう設計している。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針及び別添 2 の一覧に記載した本

条文への適合性に関連する申請対象機器等に対して、別添 3 の一覧に記載した書類によ

り、安全機能を確認するための検査又は試験及び当該安全機能を健全に維持するための

保守又は修理ができるよう設計していること等を確認したことから、技術基準規則第１

３条の規定に適合していることを確認した。 

 

（８）技術基準規則第２３条（予備電源） 

技術基準規則第２３条において、使用済燃料貯蔵施設には、外部電源系統からの電気

の供給が停止した場合において、監視設備その他必要な設備に使用することができる予

備電源が設けられていなければならないと規定している。 

 

申請者は、基本設計方針及び申請対象機器等の設計について、以下のとおりとしてい

る。 

a. 使用済燃料貯蔵施設の電力については、東北電力ネットワーク株式会社から受電

し、当該貯蔵施設内の各負荷へ給電するよう設計しており、外部電源喪失時には申請
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対象機器等から監視設備等へ給電するよう設計している。 

b. 申請対象機器等のうち、無停電電源装置については、外部電源喪失時に金属キャ

スクの閉じ込め機能及び除熱機能を監視する設備等に対して 8 時間の給電ができる

よう設計している。 

c. 申請対象機器等のうち、共用無停電電源装置については、外部電源喪失時に貯蔵

建屋内の保安灯、消防設備等に対して 8時間の給電ができるよう設計している。 

d. 申請対象機器等のうち、電源車については、監視設備等の負荷容量に対して十分

な容量を有し、外部電源喪失が無停電電源装置及び共用無停電電源装置の給電可能

時間を超えた場合においても、継続して給電ができるよう設計している。 

e. 申請対象機器等のうち、軽油貯蔵タンク（地下式）については、電源車の燃料を貯

蔵するための設備であり、電源車からの給電時間（72 時間）に対し、十分な容量の

燃料を有するよう設計している。 

 

規制庁は、本条文への適合性に関連する基本設計方針及び別添 2 の一覧に記載した本

条文への適合性に関連する申請対象機器等に対して、別添 3 の一覧に記載した書類によ

り、外部電源が喪失した場合に十分な電力の供給ができるよう設計していることを確認

したことから、技術基準規則第２３条の規定に適合していることを確認した。 

 

（９）工事の方法について 

申請者は、保安規定に基づき、貯蔵事業変更許可申請書、本申請の基本設計方針、適用

規格及び基準並びに技術基準規則各条文に規定する要求事項を踏まえて、期待される機

能を確実に発揮できるように工事計画を策定し、工事の手順及び留意事項に従って施工

管理を行うとともに、本工事に際して、認可を受けた設計及び工事の計画に従っている

ことについて適時に検査を実施するとしている。また、工事に係る安全管理として、労働

安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）等に基づき労働災害を防止するほか、作業エリア

の設定、関係者以外の立入制限、火気作業時の防火対策等を行うとしている。 

 

規制庁は、申請書本文及び申請書添付書類のうち「設計及び工事に係る品質マネジメ

ントシステムに関する説明書」により、技術基準規則の各条文に規定する要求事項に適

合するよう工事を行うこと、認可を受けた設計及び工事の計画に従っていることを適時

に検査すること、他の設備に対する悪影響防止対策等を行うことを確認したことから、

工事の方法が適切であり、技術基準規則の各条文の規定に適合していることを確認した。 
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貯蔵事業変更許可申請書に対応した新規制基準への適合に関する 

設計及び工事の計画の変更の認可申請の内容 

 

 

（１）第 1回（令和 3年 2月 26 日申請） 

対象：使用済燃料貯蔵施設全体の設計に共通する基本設計方針及び個別設備である電気設

備の設計に関連する基本設計方針について、新規制基準を踏まえた変更又は追加 

電気設備について、共用無停電電源装置及び軽油貯蔵タンク（地下式）の新たな設

置、電源車の新たな配備、既認可（本申請の前までに設計及び工事の計画の認可を

受けたものをいう。以下同じ。）の常用電源設備の一部の改造、工事を伴わない既認

可の機器も含めた耐震評価等 

（２）第 2回（予定） 

対象：電気設備を除く個別設備の設計に関連する基本設計方針について、新規制基準

を踏まえた変更又は追加 

使用済燃料貯蔵設備本体、使用済燃料の受入施設、計測制御系統施設、放射性

廃棄物の廃棄施設、放射線管理施設及びその他使用済燃料貯蔵設備の附属施設

（電気設備を除く。）について、金属キャスク（タイプ 2A）の新たな設置、受入

区域天井クレーンの一部の改造、計測及び放射線管理に係る代替計測用計測器

の新たな配備、社内電話設備の新たな配備、工事を伴わない既認可の設備等も

含めた耐震評価等 

別添 1 
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技術基準規則各条文への適合性に関連する申請対象機器等の一覧注） 
施設 

区分 

  技術基準規則の規定 

 

 

 

設備及び機器 

第５条 

使用済燃

料の臨界

防止 

第６条 

使用済燃

料貯蔵施

設の地盤 

第７条 

地震によ

る損傷の

防止 

第８条 

津波によ

る損傷の

防止 

第９条 

外部から

の衝撃に

よる損傷

の防止 

第１０条 

使用済燃

料貯蔵施

設への人

の不法な

侵入等の

防止 

第１１条 

閉じ込め

の機能 

第１２条 

火災等に

よる損傷

の防止 

第１３条 

安全機能

を有する

施設 

第１４条 

材料及び

構造 

第１５条 

搬送設備

及び受入

設備 

第１６条 

除熱 

第１７条 

計測制御

系統施設 

第１８条 

放射線管

理施設 

第１９条 

廃棄施設 

 

第２０条 

使用済燃

料によっ

て汚染さ

れた物に

よる汚染

の防止 

第２１条 

遮蔽 

第２２条 

換気設備 
※2

 

第２３条 

予備電源 

第２４条 

通信連絡

設備等 

使用済燃料 

貯蔵設備本体 

金属キャスク ○ － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ － － － － ○ － － － 

貯蔵架台 － － ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ － － － － － － － － － － 

使用済燃

料の受入

施設 

使用済燃料

の搬送設備

及び受入設

備 

受入れ区域天井クレーン、搬

送台車、圧縮空気供給設備

（冷却水系統※1を含む） 

－ ○ ○ － － － － ○ ○ － △ － － － － － － － － － 

仮置架台、たて起こし架台、

検査架台 
－ － ○  ○ － － － ○ ○ － △ － － － － － － － － － 

計測制御

系統施設 

計測設備 

 

蓋間圧力検出器、表面温度検

出器、給排気温度検出器、表

示・警報装置※1 

－ － ○ － － － － ○ ○ － － － △ △ － － － － － － 

代替計測用計測器 － － ○ ○ － － － ○ ○ － － － △ － － － － － － － 

放射性廃

棄物の廃

棄施設 

廃棄物貯蔵室 

－ － ○ － － － － ○ ○ － － － － － △ ○ － － － － 

放射線管

理施設 

放射線監視

設備 

エリアモニタリング設備 － － ○ － － － － ○ ○ － － － △ △ － － － － ― － 

周辺監視区域境界付近固定モ

ニタリング設備、モニタリン

グポイント※1 

 － ○ ○ － － － － ○ ○ － － － － △ － － － － － － 

放射線サーベイ機器（代替計

測機器としても使用） 
－ － ○ ○ － － － ○ ○ － － － － △ － － － － － － 

出入管理設備※1（入退域管理装置）、個人

管理用測定設備※1（個人線量計） 
－ － ○ － － － － ○ ○ － － － － － － － － － － － 

その他使

用済燃料

貯蔵設備

の附属施

設 

 

使用済燃料

貯蔵建屋 

使用済燃料貯蔵建屋（遮蔽ル

ーバ、遮蔽扉を含む） 
－ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ － － ○ － － － ○ ○ － － － 

電気設備（常用電源設備※1を含む） － ◎ ◎ ◎※3 ◎※4 － － ◎ ◎ － － － － － － － － － ◎※5 － 

通信連絡設

備等※1 

通信連絡設備 

避難通路 
－ － ○ ○ － － － ○ ○ － － － － － － － － － － △ 

消防用設備 

 

消火設備、火災感知設備、火

災区域構造物及び火災区画構

造物 

－ ○ ○ － － － － ○ ○ － － － － － － － － － － － 

避雷設備 － － ○ － ○ － － ○ ○ － － － － － － － － － － － 

人の不法な侵入等防止設備※1 － － － － － ◎※6 － － － － － － － － － － － － － － 

注）：「◎」は、本申請において技術基準規則の各条文への適合性を審査した事項。「〇」は、本申請において施設全体の設計に共通する基本設計方針について技術基準規則の各条文への適合性を審査し、

今後の分割申請において該当設備に関する基本設計方針について当該条文への適合性を審査する事項。「△」は、今後の分割申請において技術基準規則の各条文への適合性を審査する事項。「－」

は、技術基準規則の各条文への適合性審査に関連しないもの。 

※1 基本設計方針により技術基準規則の各条文への適合性を満足する設計としていることを確認するもの。 

※2 使用済燃料貯蔵施設の換気設備について、基本設計方針により、技術基準規則の要求にある放射線障害を防止するための換気設備を設置する必要がないことを確認した。 

※3 電源車及び軽油貯蔵タンク（地下式）について、津波の影響を受けない位置にそれぞれ配備及び設置する設計としていることを確認した。 

※4 電源車について、外部事象防護設備への波及的影響がないよう設計していることを確認した。 

※5 常用電源設備について、基本設計方針により、予備電源から負荷への給電が可能な設計としていることを確認した。 

※6 使用済燃料貯蔵施設への人の不法な侵入等防止設備について、核物質防護規定に基づき管理、運用するとしていることを確認した。 
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技術基準規則各条文への適合性を確認するに当たり参照する書類の一覧注） 

    技術基準規則の規定 

 

 

 

書 類 名 

第５条 

使用済燃
料の臨界
防止 

第６条 

使用済燃
料貯蔵施
設の地盤 

第７条 

地震によ
る損傷の
防止 

第８条 

津波によ
る損傷の
防止 

第９条 

外部から
の衝撃に
よる損傷
の防止 

第１０条 

使用済燃
料貯蔵施
設への人
の不法な
侵入等の
防止 

第１１条 

閉じ込め
の機能 

第１２条 

火災等に
よる損傷
の防止 

第１３条 

安全機能
を有する
施設 

第１４条 

材料及び
構造 

第１５条 

搬送設備
及び受入
設備 

第１６条 

除熱 

第１７条 

計測制御
系統施設 

第１８条 

放射線管
理施設 

第１９条 

廃棄施設 
 

第２０条 

使用済燃
料によっ
て汚染さ
れた物に
よる汚染
の防止 

第２１条 

遮蔽 

第２２条 

換気設備 
 

第２３条 

予備電源 

第２４条 

通信連絡
設備等 

本 

 

文 

基本設計方針 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ ○ ○ ◎※1 ◎ △ 

工事の方法 △ ― ○ ○ ○ － △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ － ◎ △ 

設計及び工事に係る品質マネジメントシステム ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ ○ ○ ◎ ◎ △ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添 

 

 

付 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵施設の事業変更許可申請書との整合

性に関する説明書 
○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ ○ ○ － ◎ △ 

設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関

する説明書 
○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ ○ ○ ◎ ◎ △ 

使用済燃料の臨界防止に関する説明書 ○ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 

使用済燃料等の閉じ込めに関する説明書 － － － － － － ○ － － － － － － － － － － － － － 

使用済燃料の除熱に関する説明書 － － － － － － － － － － － ○ － － － － － － － － 

放射線による被ばくの防止に関する説明書 － － － － － － － － － － － － － － － － ○ － － － 

主要な使用済燃料貯蔵施設の耐震性に関する説明書 － ○ ○ － － － － － － － － － － － － － － － － － 

津波による損傷の防止に関する説明書 － － － ○ － － － － － － － － － － － － － － － － 

自然現象等による損傷の防止に関する説明書 － － － － ○ － － － － － － － － － － － － － － － 

竜巻への配慮に関する説明書 － － － － ○ － － － － － － － － － － － － － － － 

火山への配慮に関する説明書 － － － － ○ － － － － － － － － － － － － － － － 

外部火災への配慮に関する説明書 － － － － ○ － － － － － － － － － － － － － － － 

火災及び爆発の防止に関する説明書 － － － － － － － ○ － － － － － － － － － － － － 

安全機能の健全性維持に関する説明書 － － － － － － － － ○ － － － － － － － － － － － 

主要な容器の強度及び耐食性に関する説明書 － － － － － － - － － ○ － － － － － － － － － － 

使用済燃料の受入施設（搬送設備及び受入設備）に

関する説明書 － － － － － － － △ △ － △ － － － － － － － － － 

計測制御系統施設に関する説明書 － － － △ － － － △ △ － － △ △ △ － － － － － － 

放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書 － － － － － － △ △ △ － － － － － △ △ － － － － 

放射線管理施設に関する説明書 － － － △ － － － △ △ － － － △ △ － － － － － － 

汚染の拡大防止に関する説明書 － － － － － － △ － － － － － － － － 〇 － － － － 

人の不法な侵入等の防止に関する説明書 － － － － － ◎ － － － － － － － － － － － － － － 

電気設備に関する説明書 － － － ◎ － － － ◎ ◎ － － － － － － － － － ◎ － 

通信連絡設備等に関する説明書 － － － △ － － － △ △ － － － － － － － － － － △ 

換気設備に関する説明書 － － － － － － － － － － － － － － － － － ◎※1 － － 

設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 △ － － － － － － △ － － △ △ △ △ － － △ － ◎ － 

計算機プログラム（解析コード）に関する説明書 △ － △ △ － － － － － △ － △ － － － － △ － － － 

事業所の概要を明示した地形図 － ○ ○ △ － － － － － － － － － － － － － － － － 

配置図 － ○ ○ ○ － － △ ○ － － △ △ △ △ － △ △ － ◎ △ 

構造図 △ － ○ △ － － △ △ － △ △ △ － － － － △ － ◎ － 

系統図及び単線結線図 － － － ○ － － － △ － － △ － △ △ － － － － ◎ △ 

注）：技術基準規則の各条文への適合性を確認するに当たり参照した書類のうち、一連の確認ができたものを「◎」、今後の分割申請においても参照するものを「〇」で示す。「△」は、今後の分割

申請において参照する書類。「－」は、技術基準規則の各条文への適合性を確認するに当たり参照する必要がないもの。 

※1 使用済燃料貯蔵施設の換気設備について、技術基準規則の要求にある放射線障害を防止するための換気設備を設置する必要がないことを確認した。 
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P（班内検討中） 


